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* 産業医、スポーツ医、公衆衛生専門家の更新希望を含むため。
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【目的】 日本専門医機構が認定する新たな専門医制度の導入は、公衆衛生医師の確保・育成に影響すると考えられている。 

           そこで、公衆衛生医師の保持する臨床系専門医資格、更新の希望、前職歴等との関係について自記式質問紙調査を実施した。 

【方法】 保健所を設置する全国142の自治体および公衆衛生医師として勤務する753名を対象とした。 

           集計・統計解析には Python 3.4.3とR 3.2.2の関連パッケージを用いた。 

【結果】 回答率は自治体71.1%（101/142）、公衆衛生医師75.8％（571/753）で、 

     前職歴は臨床医57.3％、臨床研修医16.5％、研究教育機関勤務11.6％、医学生8.2％であった。 
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専門医資格更新の意向 

 本調査は平成27年度地域保健総合推進事業（全国保健所長会推薦事業） 
「公衆衛生医師の確保・人材育成に関する調査及び実践活動」の一環として行いました。 
 演題発表に関連し、開示すべきCOI関係にある企業などはありません。 

【結論】臨床と公衆衛生の人的交流に資するよう、一定

期間臨床を離れる公衆衛生医師の資格維持への配慮

や社会医学系の専門医制度の創設を急ぐ必要がある

ことが示唆された。 

回答者背景 

• 臨床系専門医資格を持つ
公衆衛生医師の割合は
45.2%（254/562人）であっ
た。 

• 前職が臨床医かそれ以
外かによって資格の有無
に有意差を認めた。 

全ての資格更新を考えて
いる公衆衛生医師は、
77.1% (199人)であった。 

小児科・内科の専門医資格をも
つ公衆衛生医師が多かった。 

新たな専門医制度への関心 

• 関心が高い公衆衛生医師は、臨床と公衆衛生の人
的交流に危機感を持っていた。 

• 関心が高い公衆衛生医師は、社会医学系専門医
に関心がありかつ取得意思があった。 

新たな専門医制度の導入
による影響のとらえ方 

公衆衛生医師のほう
が自治体担当者よりも
新たな専門医制度の
影響を大きくとらえて
いた。 

特記すべきは前職の通算年数
が10～15年の公衆衛生医師は
行政経験を20年以上経験してい
るものが多かった（91.7％）ことで
ある。 

• 前職の年数が10年を超えると半数以
上の公衆衛生医師が専門医資格を
持っていた。 

• 前職歴10年以上で行政経験5～10年
の保有率は57％、行政経験10～15年
では64％と前職歴10年以上でみると
行政経験年数と専門医資格保有率に
は有意な関連はなかった。 

前職の通算年数、行政経験
年数に関係なく、多くの公衆
衛生医師は専門医資格の更
新を希望していた。 


